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人 事 委 員 会 規 則

平成24年改正条例附則第２項等の規定による給料に関する規則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 曽 我 紀 厚

鳥取県人事委員会規則第４号

平成24年改正条例附則第２項等の規定による給料に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成24年鳥取県条例第41号。以下「平

成24年改正条例」という。）附則第２項から第５項までの規定による給料に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１) 平成18年経過措置規則 平成18年改正条例附則第７条の規定による給料に関する規則を廃止する規則

（平成24年鳥取県人事委員会規則第13号）による廃止前の平成18年改正条例附則第７条の規定による給料に

関する規則（平成18年鳥取県人事委員会規則第14号）をいう。

(２) 施行日 平成24年改正条例が施行される平成24年４月１日をいう。

(３) 平成18年保障額 施行日の前日において職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成18年鳥

取県条例第43号）附則第７条第１項第１号に定める割合を乗じないとしたならば受けることとなる給料の月

額に1,000分の978（平成24年改正条例附則第２項の適用を受ける者にあっては1,000分の986、医療職給料表

(１)の適用を受ける者にあっては1,000分の984）を乗じて得た額（その額に50円未満の端数を生じたときは

これを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げるものとする。）をい

う。

(４) 調整事項 平成18年経過措置規則第４条第１項各号に掲げる場合をいう。

(５) 人事交流等職員 施行日以後に新たに給料表の適用を受けることとなる職員で、国家公務員又は職員以

外の地方公務員から人事交流等により引き続き給料表の適用を受ける職員となったものをいう。

（平成24年改正条例附則第２項の人事委員会規則で定める職員）

第３条 平成24年改正条例附則第２項の人事委員会規則で定める職員は、次の表の左欄に掲げる給料表の適用を

受ける職員のうち、それぞれ同表の右欄に定める職務の級及び号給のものとする。

公安職給料表 ３級118号給から145号給まで

教育職給料表(１) １級105号給から153号給まで

教育職給料表(２) １級101号給から125号給まで

研究職給料表 １級108号給から152号給まで

医療職給料表(２) ２級80号給から105号給まで

医療職給料表(３) ２級104号給から157号給まで

海事職給料表 ２級79号給から113号給まで

（平成24年改正条例附則第３項の人事委員会規則で定める職員等）

第４条 平成24年改正条例附則第３項の人事委員会規則で定める職員は、次の表の左欄に掲げる給料表の適用を

受ける職員のうち、それぞれ同表の右欄に定める職務の級及び号給のものとする。

公安職給料表 １級１号給から３級145号給まで

教育職給料表(１) １級１号給から２級24号給まで

教育職給料表(２) １級１号給から２級36号給まで
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研究職給料表 １級１号給から152号給まで

医療職給料表(１) １級１号給から12号給まで

医療職給料表(２) １級１号給から３級４号給まで

医療職給料表(３) １級１号給から３級４号給まで

海事職給料表 １級１号給から２級113号給まで

２ 平成24年改正条例附則第３項の人事委員会規則で定める額は、平成18年保障額と給料月額との差額（当該差

額が２万円を超えるときは２万円）の２分の１に相当する額を平成18年保障額から控除した額とする。

（平成24年改正条例附則第４項の規定による給料の支給）

第５条 施行日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（平成24年改正条例附則第３項に規定する職員を

除く。）のうち施行日以後に調整事項に該当することとなった職員には、平成25年３月31日までの間、給料月

額のほか、その者が施行日の前日に調整事項に該当し、平成18年経過措置規則第４条第１項又は第２項の規定

の適用を受けていたとしたならば平成24年改正条例附則第３項の規定により給料として支給される額に相当す

る額を、平成24年改正条例附則第４項の規定による給料として支給する。

（平成24年改正条例附則第５項の規定による給料の支給）

第６条 人事交流等職員（人事交流等職員となった日以後に調整事項に該当することとなった職員を除く。）に

は、平成25年３月31日までの間、給料月額のほか、その者が施行日の前日に人事交流等職員となり、平成18年

経過措置規則第５条第１項の規定の適用を受けていたとしたならば平成24年改正条例附則第３項の規定により

給料として支給される額に相当する額を、平成24年改正条例附則第５項の規定による給料として支給する。

２ 人事交流等職員のうち人事交流等職員となった日以後に調整事項に該当することとなった職員には、平成25

年３月31日までの間、給料月額のほか、その者が施行日の前日に人事交流等職員となり同日から引き続き給料

表の適用を受けていたとしたならば前条の規定により給料として支給される額に相当する額を、平成24年改正

条例附則第５項の規定による給料として支給する。

（この規則により難い場合の措置）

第７条 平成24年改正条例附則第２項から第５項までの規定による給料の支給について、この規則の規定による

場合には部局内の他の職員との均衡を著しく失すると認められるときその他の特別の事情があるときは、あら

かじめ人事委員会の承認を得て、別段の取扱いをすることができる。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。

（この規則の失効）

２ この規則は、平成27年３月31日限り、その効力を失う。
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人事委員会事務局の職員の職の設置等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 曽 我 紀 厚

鳥取県人事委員会規則第５号

人事委員会事務局の職員の職の設置等に関する規則の一部を改正する規則

人事委員会事務局の職員の職の設置等に関する規則（昭和45年鳥取県人事委員会規則第33号）の一部を次のよ

うに改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員） （職員）

第２条 人事委員会事務局に、事務局職員を置き、そ 第２条 人事委員会事務局に、事務局職員を置き、そ

の職は、事務局長、次長、課長、主幹、係長、主事 の職は、事務局長、次長、課長、主幹、副主幹、主

及び機械技師とする。 事及び機械技師とする。

備考 改正部分は、下線の部分である。

附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。
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給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 曽 我 紀 厚

鳥取県人事委員会規則第６号

給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則

給料表の適用範囲に関する規則（昭和32年鳥取県人事委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（教育職給料表） （教育職給料表）

第２条 教育職給料表(１)は、次に掲げる職員に対し 第２条 教育職給料表(１)は、次に掲げる職員に対し

て適用する。 て適用する。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 子ども発達支援課の係長（学校等関係機関と (５) 子ども発達支援課の副主幹（学校等関係機関

の調整強化を担当する者に限る。） との調整強化を担当する者に限る。）

(６)～(10) 略 (６)～(10) 略

(11) 教育総務課の健康管理主事、小中学校課の指 (11) 教育総務課の健康管理主事、小中学校課の指

導主事及び管理主事、特別支援教育課の係長（学 導主事及び管理主事、特別支援教育課の指導係

校教育の指導、教員の人事又は高等特別支援学校 長、管理係長、副主幹（高等特別支援学校の設置

の設置準備を担当する者に限る。）、指導主事及 準備を担当する者に限る。）、指導主事及び管理

び管理主事、高等学校課の高校教育主査、係長 主事、高等学校課の高校教育主査、指導係長、管

（学校教育の指導又は教員の人事を担当する者に 理係長、指導主事及び管理主事、家庭・地域教育

限る。）、指導主事及び管理主事、家庭・地域教 課の社会教育主査、副主幹（地域社会教育又は家

育課の社会教育主査、係長（地域社会教育又は家 庭教育を担当する者に限る。）、指導主事及び社

庭教育を担当する者に限る。）、指導主事及び社 会教育主事、人権教育課の指導主査、副主幹（社

会教育主事、人権教育課の指導主査、係長（社会 会教育又は学校教育を担当する者に限る。）及び

教育又は学校教育を担当する者に限る。）及び指 指導主事、文化財課の文化財主査、文化財係長及

導主事、文化財課の文化財主査、係長（文化財の び文化財主事並びにスポーツ健康教育課の副主幹

保護を担当する者に限る。）及び文化財主事並び （体育・スポーツ又は健康教育を担当する者に限

にスポーツ健康教育課の係長（体育・スポーツ又 る。）及び指導主事

は健康教育を担当する者に限る。）及び指導主事

(12)～(17) 略 (12)～(17) 略

２ 略 ２ 略

３ 教育職給料表(２)は、次に掲げる職員に対して適 ３ 教育職給料表(２)は、次に掲げる職員に対して適

用する。 用する。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

(６) 子ども発達支援課の係長（学校等関係機関と (６) 子ども発達支援課の副主幹（学校等関係機関

の調整強化を担当するものに限る。） との調整強化を担当するものに限る。）

(７)～(11) 略 (７)～(11) 略

(12) 教育総務課の健康管理主事、小中学校課の義 (12) 教育総務課の健康管理主事、小中学校課の義

務教育主査、係長（学校教育の指導又は教員の人 務教育主査、指導係長、管理係長、指導主事及び

事を担当する者に限る。）、指導主事及び管理主 管理主事、特別支援教育課の指導係長、管理係
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事、特別支援教育課の係長（学校教育の指導、教 長、副主幹（高等特別支援学校の設置準備を担当

員の人事又は高等特別支援学校の設置準備を担当 する者に限る。）、指導主事及び管理主事、家庭

する者に限る。）、指導主事及び管理主事、家庭 ・地域教育課の社会教育主査、副主幹（地域社会

・地域教育課の社会教育主査、係長（地域社会教 教育又は家庭教育を担当する者に限る。）、指導

育又は家庭教育を担当する者に限る。）、指導主 主事及び社会教育主事、人権教育課の指導主査、

事及び社会教育主事、人権教育課の指導主査、係 副主幹（社会教育又は学校教育を担当する者に限

長（社会教育又は学校教育を担当する者に限 る。）及び指導主事、文化財課の文化財主査、文

る。）及び指導主事、文化財課の文化財主査、係 化財係長及び文化財主事並びにスポーツ健康教育

長（文化財の保護を担当する者に限る。）及び文 課の副主幹（体育・スポーツ又は健康教育を担当

化財主事並びにスポーツ健康教育課の係長（体育 する者に限る。）及び指導主事

・スポーツ又は健康教育を担当する者に限る。）

及び指導主事

(13)～(19) 略 (13)～(19) 略

４ 略 ４ 略

（医療職給料表） （医療職給料表）

第４条 略 第４条 略

２ 医療職給料表(２)は、次に掲げる職員に対して適 ２ 医療職給料表(２)は、次に掲げる職員に対して適

用する。 用する。

(１) 総合事務所福祉保健局健康支援課の課長（人 (１) 総合事務所福祉保健局健康支援課の課長（人

事委員会が定めるものに限る。）、課長補佐（人 事委員会が定めるものに限る。）、課長補佐（人

事委員会が定めるものに限る。）、医薬・疾病対 事委員会が定めるものに限る。）、医薬・疾病対

策室長（人事委員会が定めるものに限る。）、医 策室長（人事委員会が定めるものに限る。）、感

薬・感染症対策室長（人事委員会が定めるものに 染症・疾病対策室長（人事委員会が定めるものに

限る。）、副主幹（人事委員会が定めるものに限 限る。）、医薬係長、副主幹（人事委員会が定め

る。）、診療放射線主任、管理栄養主任、歯科衛 るものに限る。）、診療放射線主任、管理栄養主

生主任、薬剤師、診療放射線技師、管理栄養士、 任、歯科衛生主任、薬剤師、診療放射線技師、管

衛生技師及び歯科衛生士 理栄養士、衛生技師及び歯科衛生士

(２) 略 (２) 略

(３) 総合事務所生活環境局の局長（人事委員会が (３) 総合事務所生活環境局の局長（人事委員会が

定めるものに限る。）、副局長（人事委員会が定 定めるものに限る。）、副局長（人事委員会が定

めるものに限る。）、参事（人事委員会が定める めるものに限る。）、参事（人事委員会が定める

ものに限る。）、環境・循環推進課の課長（人事 ものに限る。）、環境・循環推進課の課長（人事

委員会が定めるものに限る。）、課長補佐（人事 委員会が定めるものに限る。）、課長補佐（人事

委員会が定めるものに限る。）、主幹（人事委員 委員会が定めるものに限る。）、主幹（人事委員

会が定めるものに限る。）、副主幹（人事委員会 会が定めるものに限る。）、副主幹（人事委員会

が定めるものに限る。）及び衛生技師並びに生活 が定めるものに限る。）及び衛生技師並びに生活

安全課の課長、課長補佐（人事委員会が定めるも 安全課の課長、課長補佐（人事委員会が定めるも

のに限る。）、主幹（人事委員会が定めるものに のに限る。）、主幹（人事委員会が定めるものに

限る。）、動物・自然公園係長（人事委員会が定 限る。）、動物・鳥獣係長（人事委員会が定める

めるものに限る。）、副主幹（人事委員会が定め ものに限る。）、動物・自然公園係長（人事委員

るものに限る。）及び衛生技師 会が定めるものに限る。）、副主幹（人事委員会

が定めるものに限る。）及び衛生技師

(４) 総合療育センターの副主幹（人事委員会が定 (４) 総合療育センターの副主幹（人事委員会が定

めるものに限る。）、診療放射線主任、理学療法 めるものに限る。）、診療放射線主任、理学療法



- 7 -

平成24年３月30日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第39号

主任、作業療法主任、言語聴覚主任、管理栄養主 主任、作業療法主任、言語聴覚主任、管理栄養主

任、臨床心理主任、薬剤師、診療放射線技師、理 任、臨床心理主任、薬剤師、診療放射線技師、理

学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養 学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養

士、臨床心理士、臨床検査技師及び衛生技師 士、臨床心理士及び衛生技師

(５)～(８) 略 (５)～(８) 略

３ 略 ３ 略

備考 改正部分は、下線の部分である。

附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。



- 8 -

平成24年３月30日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第39号

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 曽 我 紀 厚

鳥取県人事委員会規則第７号

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則

第１条 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和32年鳥取県人事委員会規則第10号）の一部を次

のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（用語の定義） （用語の定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の 第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 経験年数 職種に応じ、次に定めるところに (４) 経験年数 職種に応じ、次に定めるところに

よる年数をいう。 よる年数（当該年数に常時勤務することを要しな

い者としての勤務期間又は休職その他の事由によ

り勤務しなかった期間が含まれる場合にあって

は、常時勤務することを要する者との勤務時間の

差又は休職その他の事由により勤務しなかった期

間がなかったとした場合との差を考慮して、人事

委員会が別に定める年数とし、換算方法について

は、人事委員会が別に定める。）をいう。

ア 教育職給料表(１)又は教育職給料表(２)の適 ア 教育職給料表(１)又は教育職給料表(２)の適

用を受ける職員にあっては、修学年数調整表 用を受ける職員にあっては、修学年数調整表

（別表第２）の基準学歴欄の高校卒の区分に対 （別表第２）における高校卒の学歴区分欄に掲

応する学歴区分欄に掲げるその者の該当する学 げるその者の該当する学歴（学歴免許等資格区

歴（以下「基礎学歴」という。）を取得したと 分表においてこの学歴に含まれる学歴免許等の

き以後の職員として在職した年数と職員として 資格を含む。以下「基礎学歴」という。）を取

在職した期間以外の期間について経験年数換算 得したとき以後の職員として在職した年数と職

表(１)（別表第３のア）に定める換算率を乗じ 員として在職した期間以外の期間について経験

て得た年数（以下「換算年数」という。）とを 年数換算表（別表第３）に定める換算率を乗じ

合算した年数から、修学年数調整表に掲げる学 て得た年数（以下「換算年数」という。）とを

歴区分のうちその者に適用される学歴区分の修 合算した年数から、修学年数調整表においてそ

学年数と基礎学歴の学歴区分の修学年数との差 の者に適用されることとなった学歴免許等の資

の年数を減じた年数（減ずる場合には、換算年 格の属する学歴区分の修学年数と基礎学歴の修

数から減じ、なお、減ずる年数のある場合に 学年数との差の年数を減じた年数（減ずる場合

は、職員として在職した年数から減ずるものと には、職員として在職した期間以外の期間の換

する。）とする。ただし、学歴免許等資格区分 算年数から減じ、なお、減ずる年数のある場合

表の１の(５)に該当する者については、６月を には、職員として在職した年数から減ずるもの

加えた年数とする。 とする。）をいう。ただし、学歴免許等資格区
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分表の１の(５)に該当する者については、６月

を前記によって計算した年数に加えた年数とす

る。

イ 略 イ 略

ウ 医療職給料表(１)の適用を受ける職員にあっ ウ 医療職給料表(１)の適用を受ける職員にあっ

ては、医師又は歯科医師の免許又は免許を受け ては、医師若しくは歯科医師の免許又は免許を

る資格を取得したとき以後の職員として在職し 受ける資格取得後に医師又は歯科医師の職務に

た年数と換算年数とを合算した年数とする。 従事した年数をいう。

エ 医療職給料表(２)の適用を受ける職員（薬剤 エ 医療職給料表(２)の適用を受ける職員のう

師、診療放射線技師、歯科衛生士、理学療法 ち、薬剤師、診療放射線技師、歯科衛生士、理

士、作業療法士、視能訓練士、言語聴覚士、臨 学療法士、作業療法士、視能訓練士、言語聴覚

床検査技師、衛生検査技師、あん摩マッサージ 士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう

指圧師、はり師、きゅう師又は柔道整復師の免 師又は柔道整復師の免許を必要とする職にある

許を必要とする職にある者に限る。）又は医療 者にあっては、それぞれの免許又は免許を受け

職給料表(３)の適用を受ける職員にあっては、 る資格取得後にこれらの免許を必要とする職務

次の(ア)及び(イ)に掲げる年数を合算した年数 に従事した年数からその者に適用されることと

から修学年数調整表に掲げる学歴区分のうちそ なった学歴免許等の資格の区分に応じ、修学年

の者に適用される学歴区分に応じ調整年数の欄 数調整表に減ずる年数（以下「調整年数」とい

に定める減ずる年数（以下「減年数」とい う。）が定められている者については、その年

う。）を差し引きした年数（差し引きする場合 数を差し引きした年数をいう。

には、換算年数及び(イ)に掲げる年数から差し

引きし、なお差し引きする年数のある場合に

は、職員として在職した年数から差し引くもの

とする。）とする。

(ア) 必要とする免許又は免許を受ける資格を

取得したとき以後の職員として在職した年数

と換算年数とを合算した年数

(イ) 必要とする免許又は免許を受ける資格を

取得する前の経験年数換算表(２)（別表第３

のイ）の必要とする免許の欄の区分に応じ同

表の経歴の欄に掲げる業務に従事した期間に

ついて同表に定める換算率を乗じて得た年数

オ 医療職給料表(３)の適用を受ける職員にあっ

ては、次に掲げる職種の区分に応じ、それぞれ

に定める年数から調整年数を差し引きした年数

をいう。

(ア) 助産師 助産師の免許又は当該免許を受

ける資格取得後に助産師、看護師又は准看護

師の職務に従事した年数及び助産師の免許又

は当該免許を受ける資格取得前に看護師又は

准看護師の職務に従事した年数（准看護師の

業務に３年以上従事したことにより保健師助

産師看護師法（昭和23年法律第203号）第21

条第３号の規定に該当した者で助産師となっ

たものにあっては、当該年数から３年を減じ
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た年数）

(イ) 看護師 看護師の免許又は当該免許を受

ける資格取得後に助産師、看護師又は准看護

師の職務に従事した年数及び助産師養成所に

入所していた年数並びに看護師の免許又は当

該免許を受ける資格取得前に助産師又は准看

護師の職務に従事した年数（准看護師の業務

に３年以上従事したことにより保健師助産師

看護師法第21条第３号の規定に該当した者で

看護師となったものにあっては、当該年数か

ら３年を減じた年数）

(ウ) 准看護師 准看護師の免許又は当該免許

を受ける資格取得後に助産師、看護師又は准

看護師の職務に従事した年数及び看護師の免

許又は当該免許を受ける資格取得後に助産師

養成所に入所していた年数

オ アからエまでに該当しない職員にあっては、 カ アからオまでに該当しない職員にあっては、

当該職員に適用される学歴免許等の資格を取得 当該職員に適用されることとなった学歴免許等

したとき以後の職員として在職した年数と換算 の資格取得後において、職員として在職した年

年数とを合算した年数から減年数を差し引きし 数と換算年数とを合算した年数から調整年数を

た年数（差し引きする場合には、換算年数から 差し引きした年数（差し引きする場合には、職

差し引きし、なお、差し引きする年数のある場 員として在職した期間以外の期間の換算年数か

合には、職員として在職した年数から差し引く ら差し引きし、なお、差し引きする年数のある

ものとする。）又はその者の選択された採用候 場合には、職員として在職した年数から差し引

補者名簿が確定したとき以後の職員として在職 くものとする。）又はその者の選択された採用

した年数と換算年数とを合計した年数とする。 候補者名簿が確定したとき以後において、職員

として在職した年数と換算年数とを合計した年

数をいう。

(５)～(９) 略 (５)～(９) 略

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

学歴免許等資格区分表 学歴免許等資格区分表

学歴免許等の区分 学歴免許等の区分

基準学 学歴免許等の資格 基準学 学歴免許等の資格
学歴区分 学歴区分

歴区分 歴区分

１ 大 略 １ 大 略

学卒 (３) 専門 学卒 (３) 専門 学校教育法による専門職

職学位課 職学位課 大学院専門職学位課程の修

程修了 程修了 了

ア 学校教育法による専門

職大学院専門職学位課程

の修了

イ アに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等

の資格
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(４) 大学 ア 学校教育法による大学 (４) 大学 ア 学校教育法による大学

６卒 の医学若しくは歯学に関 ６卒 の医学若しくは歯学に関

する学科（同法第85条た する学科（同法第85条た

だし書に規定する学部以 だし書に規定する学部以

外の教育研究上の基本と 外の教育研究上の基本と

なる組織を置く場合にお なる組織を置く場合にお

ける相当の組織を含む。 ける相当の組織を含む。

以下同じ。）又は薬学若 以下同じ。）又は獣医学

しくは獣医学に関する学 に関する学科（修業年限

科（修業年限６年のもの ６年のものに限る。）の

に限る。）の卒業 卒業

イ 略 イ 略

略 略

略 略

備考 略 備考 略

別表第４（第３条の２関係） 別表第４（第３条の２関係）

行政職給料表初任給基準表 行政職給料表初任給基準表

略 略

備考 薬剤師法の一部を改正する法律（平成16年

法律第134号）附則第３条の規定により薬剤師

となった者に対するこの表の学歴免許欄の適用

については、「大学６卒」の区分によるものと

する。

別表第８（第３条の２関係） 別表第８（第３条の２関係）

研究職給料表初任給基準表 研究職給料表初任給基準表

略 略

備考 薬剤師法の一部を改正する法律（平成16年

法律第134号）附則第３条の規定により薬剤師

となった者に対するこの表の学歴免許欄の適用

については、「大学６卒」の区分によるものと

する。

別表第10（第３条の２関係） 別表第10（第３条の２関係）

医療職給料表(２)初任給基準表 医療職給料表(２)初任給基準表

職種 学歴免許 試験区分 初任給 職種 学歴免許 試験区分 初任給

薬剤師 大学６卒 ２級17号給 薬剤師

大学卒 ２級５号給 大学卒 ２級５号給

略 略

備考 薬剤師法の一部を改正する法律（平成16年

法律第134号）附則第３条の規定により薬剤師

となった者に対するこの表の学歴免許欄の適用

については、「大学６卒」の区分によるものと

する。
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備考 改正部分は、下線の部分及び太線で囲まれた部分である。

第２条 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を次のように改正する。

別表第３を次のように改める。

別表第３（第２条関係）

ア 経験年数換算表(１)

経歴の種類 換算率

国家公務員、地方公務 職員の職務とその種類が類似する職務 10割以下

員又は政府若しくは県 に従事した期間

の関係機関若しくは外 その他の期間 ８割以下（部局内の他の職員との均衡

国政府の職員としての を著しく失する場合は、10割以下）

在職期間

民間における企業体、 職員としての職務にその経験が直接役 10割以下

団体等の職員としての 立つと認められる職務に従事した期間

在職期間 その他の期間 ８割以下

国立又は公立の学校又は講習所、私立学校及び各種学校の在学 10割以下

期間（中途退学の場合の在学期間を含み、正規の修学年数内の

期間に限る。）

その他の期間 教育、医療、海事又は研究に関する職 10割以下

務等特殊の知識、技術又は経験を必要

とする職務に従事した期間で、その職

務についての経験が職員としての職務

に直接役立つと認められるもの

その他の期間 ２割５分以下（部局内の他の職員との

均衡を著しく失する場合は、５割以

下）

備考

１ 経歴が重複する場合においては、いずれか有利な経歴によるものとし、同一の月において２以上の経

歴がある場合には、当該月の全期間を最も有利な経歴に属する月として扱うものとする。

２ この表の「在職期間」に係る換算率は、常時勤務することを要する者としての勤務期間に係る換算率

とし、常時勤務することを要しない者としての勤務期間又は休職その他の事由により勤務しなかった期

間に係る換算率については、常時勤務することを要する者との勤務時間の差又は休職その他の事由によ

り勤務しなかった期間がなかったとした場合との差を考慮して、人事委員会が別に定める。

３ 経歴の種類欄の「その他の期間」の区分中「その他の期間」の区分の適用を受ける期間のうち、職員

としての職務に役立つと認められる期間で人事委員会が定めるものに係る換算率については、人事委員

会が別に定める。

イ 経験年数換算表(２)

必要とする免許 経 歴 換算率

診療放射線技師 診療エックス線技師の業務等診療放射 ８割以下（部局内の他の職員との均衡

線技師の業務に直接関係ある業務に従 を著しく失する場合は、10割以下）

事した期間

歯科衛生士 口くう衛生業務の補助に従事した期間 ８割以下（部局内の他の職員との均衡

を著しく失する場合は、10割以下）

理学療法士及び作業療 理学療法又は作業療法の業務に従事し ８割以下（部局内の他の職員との均衡
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法士 た期間 を著しく失する場合は、10割以下）

視能訓練士 視能訓練の業務に従事した期間 ８割以下（部局内の他の職員との均衡

を著しく失する場合は、10割以下）

言語聴覚士 言語訓練、聴能訓練等に直接関係ある ８割以下（部局内の他の職員との均衡

業務に従事した期間 を著しく失する場合は、10割以下）

臨床検査技師 衛生検査技師の業務等臨床検査技師の ８割以下（部局内の他の職員との均衡

業務に直接関係ある業務に従事した期 を著しく失する場合は、10割以下）

間

衛生検査技師 衛生検査の業務に従事した期間 ８割以下（部局内の他の職員との均衡

を著しく失する場合は、10割以下）

あん摩マッサージ指圧 それぞれあん摩、マッサージ若しくは ８割以下（部局内の他の職員との均衡

師、はり師、きゆう師 指圧、はり、きゆう又は柔道整復に直 を著しく失する場合は、10割以下）

及び柔道整復師 接関係ある業務に従事した期間

助産師 看護師又は准看護師の業務に従事した 10割以下

期間（准看護師の業務に３年以上従事

したことにより保健師助産師看護師法

（昭和23年法律第203号）第21条第４号

の規定に該当した者で助産師となった

ものにあっては、准看護師の業務に従

事した期間のうち３年を超える期間に

限る。)

助産師、看護師又は准看護師の業務に ８割以下

関連する業務に従事した期間（当該免

許の取得に当たって施行された資格試

験に合格した後の期間に限る。）

看護師 助産師又は准看護師の業務に従事した 10割以下

期間（准看護師の業務に３年以上従事

したことにより保健師助産師看護師法

第21条第４号の規定に該当した者で助

産師となったものにあっては、准看護

師の業務に従事した期間のうち３年を

超える期間に限る。)

助産師、看護師又は准看護師の業務に ８割以下

関連する業務に従事した期間（当該免

許の取得に当たって施行された資格試

験に合格した後の期間に限る。）

准看護師 准看護師の業務に関連する業務に従事 ８割以下

した期間（当該免許の取得に当たって

施行された資格試験に合格した後の期

間に限る。）

備考

１ 経歴が重複する場合においては、いずれか有利な経歴によるものとし、同一の月において２以上の経

歴がある場合には、当該月の全期間を最も有利な経歴に属する月として扱うものとする。

２ この表の換算率は、常時勤務することを要する者としての勤務期間に係る換算率とし、常時勤務する

ことを要しない者としての勤務期間又は休職その他の事由により勤務しなかった期間に係る換算率につ
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いては、常時勤務することを要する者との勤務時間の差又は休職その他の事由により勤務しなかった期

間がなかったとした場合との差を考慮して、人事委員会が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。

（号給の調整）

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前から引き続き職員として在職している者の号給について

は、施行日に新たに職員となる者との権衡上必要と認められる限度において、人事委員会の定めるところによ

り必要な調整を行うことができる。
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管理職手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 曽 我 紀 厚

鳥取県人事委員会規則第８号

管理職手当に関する規則の一部を改正する規則

第１条 管理職手当に関する規則（昭和33年鳥取県人事委員会規則第22号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条、第３条関係） 別表第１（第２条、第３条関係）

組織 職 区分 組織 職 区分

知事の 本庁 略 知事の 本庁 略

事務部 次長（衛生環境 ２種 事務部 次長（衛生環境 ２種

局 研究所、消費生 局 研究所、消費生

活センター、農 活センター、農

業大学校及び農 業大学校及び農

林総合研究所園 林総合研究所園

芸試験場の次長 芸試験場の次長

を除く。） を除く。）

局長 局長

筆頭総室長 筆頭総室長

総室長（森林・ 総室長（森林・

林業総室の総室 林業総室の総室

長を除く。） 長を除く。）

危機管理局の副 危機管理局の副

局長（人事委員 局長（人事委員

会が承認したも 会が承認したも

のに限る。） のに限る。）

東京本部の本部 東京本部の本部

長 長

関西本部の本部 関西本部の本部

長 長

名古屋本部の本

部長（人事委員

会が承認したも

のに限る。）

行財政改革局職 行財政改革局職

員人材開発セン 員人材開発セン

ターの所長（人 ターの所長（人

事委員会が承認 事委員会が承認

したものに限 したものに限

る。） る。）
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官房長

衛生環境研究所 衛生環境研究所

の所長（人事委 の所長（人事委

員会が承認した 員会が承認した

ものに限る。） ものに限る。）

農業大学校の校 農業大学校の校

長（人事委員会 長（人事委員会

が承認したもの が承認したもの

に限る。） に限る。）

農林総合研究所 農林総合研究所

の所長 の所長

農林総合研究所 農林総合研究所

農業試験場の場 農業試験場の場

長（人事委員会 長（人事委員会

が承認したもの が承認したもの

に限る。） に限る。）

行政監察監 行政監察監

会計管理者 会計管理者

参事監 参事監

課長（衛生環境 ３種 課長（衛生環境 ３種

研究所及び農業 研究所及び農業

大学校の課長を 大学校の課長を

除く。） 除く。）

危機管理局の副 危機管理局の副

局長 局長

副本部長 副本部長

名古屋代表部の 名古屋本部の本

部長 部長

行財政改革局職 行財政改革局職

員人材開発セン 員人材開発セン

ターの所長 ターの所長

新生公立大学設

立準備室の室長

文化観光局の副 文化観光局の副

局長 局長

副官房長

衛生環境研究所 衛生環境研究所

の所長及び次長 の所長及び次長

砂丘事務所の所 砂丘事務所の所

長 長

くらしの安心局 くらしの安心局

消費生活センタ 消費生活センタ

ーの所長 ーの所長

商工政策室の室 商工政策室の室

長 長
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農業大学校の校 農業大学校の校

長、次長及び部 長、次長及び部

長 長

森林・林業総室 森林・林業総室

の総室長 の総室長

農林総合研究所 農林総合研究所

企画総務部の部 企画総務部の部

長 長

農林総合研究所 農林総合研究所

企画総務部技術 企画総務部技術

普及室の室長 普及室の室長

農林総合研究所 農林総合研究所

農業試験場の場 農業試験場の場

長 長

農林総合研究所 農林総合研究所

園芸試験場の場 園芸試験場の場

長及び次長 長及び次長

農林総合研究所 農林総合研究所

畜産試験場の場 畜産試験場の場

長 長

農林総合研究所 農林総合研究所

中小家畜試験場 中小家畜試験場

の場長 の場長

農林総合研究所 農林総合研究所

林業試験場の場 林業試験場の場

長 長

総括検査専門員 総括検査専門員

企画調整幹（人 企画調整幹（人

事委員会が承認 事委員会が承認

したものに限 したものに限

る。） る。）

室長（管理職手 ４種 室長（管理職手 ４種

当に係る区分が 当に係る区分が

３種の職を占め ３種の職を占め

る職員並びに衛 る職員並びに衛

生環境研究所及 生環境研究所及

び農林総合研究 び農林総合研究

所の室長を除 所の室長を除

く。） く。）

危機管理専門官

関西本部企業立

地・移住促進チ

ームのチーム長

企画調整幹 企画調整幹

民工芸振興官 民工芸振興官
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略 略

地方 総合事務所 略 地方 総合事務所 略

機関 局長（東部総合 ３種 機関 局長（東部総合 ３種

事務所福祉保健 事務所福祉保健

局、中部総合事 局、中部総合事

務所福祉保健局 務所福祉保健局

及び西部総合事 及び西部総合事

務所福祉保健局 務所福祉保健局

の 局 長 を 除 の 局 長 を 除

く。） く。）

副局長 副局長

課長 課長

農業改良普及所 農業改良普及所

の所長 の所長

西部農業改良普

及所大山普及支

所の支所長

山陰道推進室の 山陰道推進室の

室長 室長

基盤整備室の室 基盤整備室の室

長 長

大山自然歴史館

の館長

大山・弓浜農業 大山・弓浜農業

用水対策室の室 用水対策室の室

長 長

企画県民室の室

長

商工観光チーム

のチーム長

医療指導監 医療指導監

略 略

略 略

略 略

共通 略 共通 略

参事 ４種 参事 ４種

参事（行財政改 ５種

革局職員人材開

発センターの所

掌事務に参画す

る も の に 限

る。）

備考 改正部分は、下線の部分及び太線で囲まれた部分である。
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第２条 管理職手当に関する規則の一部を次のように改正する。

別表第２を次のように改める。

別表第２（第３条関係）

管理職手当月額
給料表 職務の級 区分

再任用職員以外の職員 再任用職員

行 政 職 給 料 表 ９級 １種 123,700円 107,100円

８級 ２種 89,200円 75,700円

７級 ２種 84,000円 69,200円

３種 67,200円 55,300円

４種 58,800円 48,400円

６級 ３種 63,100円 48,800円

４種 55,200円 42,700円

５種 47,400円 36,500円

公 安 職 給 料 表 ９級 ２種 90,800円 79,500円

８級 ２種 86,300円 73,400円

３種 69,000円 58,600円

７級 ３種 67,900円 53,100円

４種 59,400円 46,500円

教育職給料表(１) ４級 ３種 69,100円 64,500円

４種 60,500円 56,500円

５種 51,800円 48,500円

３級 ３種 67,000円 52,500円

４種 58,600円 45,900円

特４種 51,100円 41,800円

５種 50,200円 39,400円

６種 49,300円 38,500円

７種 41,900円 32,800円

特２級 ８種 34,400円 24,200円

２級 ８種 33,000円 21,900円

教育職給料表(２) ４級 ３種 66,500円 62,900円

４種 58,300円 55,000円

５種 49,900円 47,300円

３級 ３種 64,900円 51,400円

４種 56,800円 45,000円

特４種 49,300円 40,900円

５種 48,700円 38,600円

６種 47,800円 37,800円

７種 40,600円 32,200円

研 究 職 給 料 表 ５級 １種 122,700円 93,300円

２種 98,100円 74,700円

４級 ２種 85,000円 63,200円

３種 68,000円 50,600円

４種 59,500円 44,200円

医療職給料表(１) ４級 １種 135,500円 114,000円

２種 108,300円 91,200円
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３種 86,700円 73,000円

３級 ２種 101,200円 76,900円

３種 80,900円 61,500円

医療職給料表(２) ７級 ２種 83,100円 70,800円

３種 66,500円 56,700円

６級 ３種 63,100円 50,000円

４種 55,200円 43,700円

医療職給料表(３) ７級 ２種 83,800円 71,900円

３種 67,100円 57,600円

６級 ３種 65,800円 50,500円

４種 57,600円 44,200円

５種 49,300円 37,900円

海 事 職 給 料 表 ５級 ４種 61,600円 47,400円

備考 「再任用職員」とは、給与条例第４条第11項に規定する再任用職員をいう。

附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。
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管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 曽 我 紀 厚

鳥取県人事委員会規則第９号

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

管理職員等の範囲を定める規則（昭和41年鳥取県人事委員会規則第30号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

機関 職員 機関 職員

議会の事務局 局長 次長 課長 室長 参事 議会の事務局 局長 次長 課長 室長 参事

課長補佐（課内業務の総括、 課長補佐 主幹（庶務又は法

庶務又は法制に関する事務を行 制に関する事務を行う主幹に限

う課長補佐に限る。） 係長 る。） 副主幹（法制に関する

（法制に関する事務を行う係長 事務を行う副主幹に限る。）

に限る。）

知 本庁 統轄監 部長（農業大学校の部 知 本庁 統轄監 部長（農業大学校の部

事 長を除く。） 理事監 本部長 事 長を除く。） 理事監 本部長

の 次長 参事監 局長 官房長 の 次長 参事監 局長 筆頭総

事 筆頭総室長 総室長 場長 事 室長 総室長 場長 所長（農

務 所長（農林総合研究所園芸試験 務 林総合研究所園芸試験場の所長

部 場の所長を除く。） 行政監察 部 を除く。） 行政監察監 課長

局 監 課長（農業大学校の課長を 局 （農業大学校の課長を除く。）

除く。） 室長（衛生環境研究 室長（衛生環境研究所の室長

所の室長及び農林総合研究所の 及び農林総合研究所の室長（技

室長（技術普及室の室長を除 術普及室の室長を除く。）を除

く。）を除く。） 副局長 副 く。） 副局長 副本部長 校

本部長 副官房長 校長 危機 長 企画調整幹 民工芸振興官

管理専門官 企画調整幹 民工 チーム長（関西本部企業立地

芸振興官 参事 税務専門員 ・移住促進チームのチーム長に

医長 課長補佐（課内業務の総 限る。） 参事 税務専門員

括又は庶務に関する事務を行う 秘書 医長 課長補佐 室長補

課長補佐、総務課の課長補佐の 佐 筆頭主幹 主幹（庶務に関

うち知事若しくは副知事の秘書 する事務を行う主幹並びに総務

又は庁舎の秩序の維持に関する 課秘書担当、人事企画課及び業

事務を行うもの、人事企画課の 務効率推進課改革推進担当の主

課長補佐及び業務効率推進課の 幹に限る。） 総括主計員 主

課長補佐のうち行政組織又は職 計員 企画員 主任監察員 副

員定数に関する事務を行うもの 主幹（総務課庁舎管理担当、人

に限る。） 主幹（農林総合研 事企画課、福利厚生課及び業務

究所企画総務部総務担当の主幹 効率推進課改革推進担当の副主
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に限る。） 総括主計員 主計 幹に限る。） 監察員 主事

員 企画員 主任監察員 係長 （人事企画課の主事で、企画に

（総務課の係長のうち知事若し 関する事務を行うものに限

くは副知事の秘書に関する事務 る。）

を行うもの、人事企画課の係

長、業務効率推進課の係長のう

ち行政組織又は職員定数に関す

る事務を行うもの及び福利厚生

課の係長に限る。） 監察員

主事（総務課の主事のうち知事

又は副知事の秘書に関する事務

を行うもの及び人事企画課の主

事のうち人事、給与又は服務に

関する事務を行うものに限

る。）

総合事務所 所長 局長 副局長 課長 支 総合事務所 所長 局長 副局長 課長 室

所長 室長（心と女性の相談 長（心と女性の相談室、医薬・

室、医薬・疾病対策室及び医薬 疾病対策室及び感染症・疾病対

・感染症対策室の室長を除 策室の室長を除く。） チーム

く。） チーム長 参事 医療 長 参事 医療指導監 館長

指導監 課長補佐（庶務又は庁 課長補佐 主幹（庶務に関する

舎管理に関する事務を行う課長 事務を行う主幹に限る。）

補佐に限る。） 主幹（庶務に

関する事務を行う主幹に限

る。）

略 略

会計管理者 会計管理者 局長 課長 室長 会計管理者 会計管理者 局長 課長 室長

課長補佐（課内業務の総括又 課長補佐 主幹（会計指導課

は庶務に関する事務を行う課長 資金運用・国費担当の主幹に限

補佐に限る。） 係長（会計指 る。）

導課の係長のうち資金運用に関

する事務を行うものに限る。）

教 教 育 本庁 教育長 理事監 教育次長 次 教 教 育 本庁 教育長 理事監 教育次長 次

育 委 員 長 参事監 課長 室長 参事 育 委 員 長 参事監 課長 室長 参事

委 会 事 義務教育主査 高校教育主査 委 会 事 義務教育主査 高校教育主査

員 務局 課長補佐（課内業務の総括又 員 務局 課長補佐 室長補佐 主幹

会 は庶務に関する事務を行う課長 会 （教育総務課総務担当、給与担

の 補佐及び教育総務課の課長補佐 の 当及び企画調整担当の主幹に限

事 に限る。） 係長（教育総務課 事 る。） 係長（小中学校課管理

務 の係長のうち給与、人事又は企 務 係、特別支援教育課管理係及び

部 画調整に関する事務を行うも 部 高等学校課管理係の係長に限

局 の、小中学校課及び高等学校課 局 る。） 副主幹（教育総務課給

等 の係長のうち人事に関する事務 等 与担当、人事担当及び企画調整

を行うもの並びに特別支援教育 担当、小中学校課就学助成担当

課の係長のうち庶務又は人事に 及び管理係、特別支援教育課総
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関する事務を行うものに限 務担当並びに高等学校課管理係

る。） 管理主事（小中学校 の副主幹に限る。） 管理主事

課、特別支援教育課及び高等学 （小中学校課、特別支援教育課

校課の管理主事のうち人事に関 及び高等学校課の管理主事で人

する事務を行うものに限る。） 事関係の企画に関する事務を行

主事（教育総務課の主事のう うものに限る。） 主事（教育

ち給与、人事又は企画調整に関 総務課給与担当、人事担当及び

する事務を行うもの並びに小中 企画調整担当、小中学校課就学

学校課及び高等学校課の主事の 助成担当並びに高等学校課管理

うち人事に関する事務を行うも 係の主事で人事関係の企画に関

のに限る。） する事務を行うものに限る。）

略 略

略 略

略 略

人事委員会事務 局長 次長 課長 係長 人事委員会事務 局長 次長 課長 副主幹

局 局

略 略

備考 備考

１ 略 １ 略

２ この表中「課長補佐」とは、課長補佐のうち

庶務又は庁舎管理に関する事務を行う課長補佐

をいう。

３ この表中「室長補佐」とは、室長補佐のうち

庶務に関する事務を行う室長補佐をいう。

２ 略 ４ 略

３ 略 ５ 略

備考 改正部分は、下線の部分である。

附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。
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公平委員会の事務を鳥取県に委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規

則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 曽 我 紀 厚

鳥取県人事委員会規則第10号

公平委員会の事務を鳥取県に委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正す

る規則

公平委員会の事務を鳥取県に委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則（昭和41年鳥取県人

事委員会規則第31号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

１及び２ 略 １及び２ 略

３ 智頭町 ３ 智頭町

機 関 職 機 関 職

議会事務局 事務局長 議会事務局 局長

略 略

小学校 校長 教頭 小学校 校長 教頭

農業委員会事務局 事務局長

４ 略 ４ 略

５ 三朝町 ５ 三朝町

機 関 職 機 関 職

略 略

町長部局 統括監 課長 参事 次長 町長部局 課長 参事 次長 局長

局長

略 略

教育委員会事務局 教育長 課長 参事 次長 教育委員会事務局 教育長 課長 次長

略 略

６及び７ 略 ６及び７ 略

８ 北栄町 ８ 北栄町

機 関 職 機 関 職

略 略

町長部局 課長 出納室長 総務室長 町長部局 課長 出納室長 課長補佐

財務室長 （総務課に所属するものに

限る。） 総務室長

略 略

９ 略 ９ 略

10 大山町 10 大山町

機 関 職 機 関 職

略 略

保育所 園長 保育所 主幹所長
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略 略

11 略 11 略

12 伯耆町 12 伯耆町

機 関 職 機 関 職

略 略

教育委員会事務局 教育長 教育次長 室長 教育委員会事務局 教育長 教育次長 室長

参事 参事

文化センター 館長

略 略

13及び14 略 13及び14 略

15 江府町 15 江府町

機 関 職 機 関 職

略 略

小学校 校長 教頭 小学校 校長 教頭

農業委員会事務局 局長

16～28 略 16～28 略

備考 略 備考 略

備考 改正部分は、下線の部分及び太線で囲まれた部分である。

附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。
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職員の職務の級の分類に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 曽 我 紀 厚

鳥取県人事委員会規則第11号

職員の職務の級の分類に関する規則の一部を改正する規則

職員の職務の級の分類に関する規則（平成18年鳥取県人事委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１ 行政職給料表級別職務分類表（第２条関係） 別表第１ 行政職給料表級別職務分類表（第２条関係）

職務の級 職務の級
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

組織 組織

知 本 略 知 本 略

事 庁 総 略 事 庁 総 略

の 務 関西本部 チーム チーム の 務 関西本部 観光・ 観光・

事 部 長 長 事 部 情報発 情報発

務 務 信チー 信チー

部 部 ムのチ ムのチ

局 局 ーム長 ーム長

販路開 販路開

拓チー 拓チー

ムのチ ムのチ

ーム長 ーム長

名古屋代表部 次長 次長 次長 部長 名古屋本部 本部長 本部長

略 略

略 略

本庁共通（本庁の 主事 主事 係長 課長補 課長補 課長 副局長 次長 統轄監 本庁共通（本庁の 主事 主事 係長 課長補 課長補 課長 副局長 次長 統轄監

他の項に職が掲げ 佐 佐 室長 所長 局長 部長 他の項に職が掲げ 秘書 秘書 秘書 佐 佐 室長 所長 局長 部長

られている場合 機械技 機械技 主計員 所長 校長 官房長 行政監 られている場合 機械技 機械技 主計員 室長補 室長補 所長 校長 行政監

は、当該職につい 師 師 企画員 危機管 院長 筆頭総 察監 は、当該職につい 師 師 企画員 佐 佐 院長 筆頭総 察監

ては本項の規定を 電気技 電気技 広報企 理専門 参事監 室長 会計管 ては本項の規定を 電気技 電気技 広報企 秘書 秘書 参事監 室長 会計管

適用しない。） 師 師 画員 総括主 総括主 官 総室長 理者 適用しない。） 師 師 画員 総括主 総括主 総室長 理者

薬剤師 薬剤師 副主幹 計員 計員 副本部 行政監 本部長 薬剤師 薬剤師 副主幹 計員 計員 副本部 行政監 本部長

衛生技 衛生技 教務主 主計員 主計員 長 察監 衛生技 衛生技 教務主 主計員 主計員 長 察監

師 師 任 税務主 税務主 企画調 会計管 師 師 任 税務主 税務主 企画調 会計管

理学療 理学療 監察員 幹 幹 整幹 理者 理学療 理学療 監察員 幹 幹 整幹 理者

法士 法士 理学療 主任監 主任監 民工芸 本部長 法士 法士 理学療 主任監 主任監 民工芸 本部長

保健師 保健師 法主任 察員 察員 振興官 理事監 保健師 保健師 法主任 察員 察員 振興官 理事監

看護師 看護師 管理栄 教授 教授 副官房 看護師 看護師 管理栄 教授 教授

管理栄 管理栄 養主任 教務主 教務主 長 管理栄 管理栄 養主任 教務主 教務主

養士 養士 歯科衛 幹 幹 養士 養士 歯科衛 幹 幹 チーム

歯科衛 歯科衛 生主任 企画員 企画員 歯科衛 歯科衛 生主任 企画員 企画員 長

生士 生士 農業専 広報企 広報企 校長 生士 生士 農業専 広報企 広報企 校長

商工技 商工技 門技術 画員 画員 院長 商工技 商工技 門技術 画員 画員 院長

師 師 員 専技主 専技主 参事 師 師 員 専技主 専技主 参事

農林技 農林技 林業専 幹 幹 税務専 農林技 農林技 林業専 幹 幹 税務専

師 師 門技術 用地主 用地主 門員 師 師 門技術 用地主 用地主 門員

造園技 造園技 員 幹 幹 主任教 造園技 造園技 員 幹 幹 主任教

師 師 講師 検査主 検査主 授 師 師 講師 検査主 検査主 授

水産技 水産技 幹 幹 総括検 水産技 水産技 幹 幹 総括検

師 師 査専門 師 師 筆頭主 筆頭主 査専門

土木技 土木技 員 土木技 土木技 幹 幹 員

師 師 主幹 主幹 検査専 師 師 主幹 主幹 検査専

建築技 建築技 門員 建築技 建築技 門員

師 師 師 師

講師 講師 講師 講師

地 総 各 県 略 地 総 各 県 略

方 合 総 民 西部県 農商工 農商工 農商工 方 合 総 民 西部県 農商工 農商工 農商工

機 事 合 局 民局 連携チ 連携チ 連携チ 機 事 合 局 民局 連携チ 連携チ 連携チ

関 務 事 ームの ームの ームの 関 務 事 ームの ームの ームの

所 務 チーム チーム チーム 所 務 チーム チーム チーム

所 長 長 長 所 長 長 長

日野県 庶務会 庶務会

民局 計チー 計チー

ムのチ ムのチ

ーム長 ーム長

略 略

農林局 所長 農林局 所長

支所長

総合事務所共 課長補 課長補 副局長 局長 所長 所長 総合事務所共 課長補 課長補 副局長 局長 所長 所長

通（総合事務 佐 佐 課長 副局長 通（総合事務 佐 佐 課長 副局長

所の他の項に 室長補 室長補 室長 所の他の項に 室長補 室長補 室長
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職が掲げられ 佐 佐 職が掲げられ 佐 佐 チーム

ている場合は、 次長 次長 ている場合は、 次長 次長 長

当該職につい 当該職につい 館長

ては本項の規 ては本項の規

定を適用しな 定を適用しな

い。） い。）

略 略

総 略 総 略

合 地域療育連携 略 合 地域療育連携 略

療 支援室 療 室

育 略 育 略

セ セ

ン ン

タ タ

ー ー

略 略

議会事務局 主事 主事 係長 課長補 課長補 課長 事務局 事務局 議会事務局 主事 主事 副主幹 課長補 課長補 課長 事務局 事務局

佐 佐 室長 長 長 佐 佐 室長 長 長

室長 室長 参事 次長 室長 室長 参事 次長

主幹 主幹

教 教 本 略 教 教 本 略

育 育 庁 本庁共通（本 課長補 課長補 課長 参事監 教育次 育 育 庁 本庁共通（本 課長補 課長補 課長 参事監 教育次

委 委 庁の他の項に 佐 佐 室長 長 委 委 庁の他の項に 佐 佐 室長 長

員 員 職が掲げられ 参事 次長 員 員 職が掲げられ 室長補 室長補 参事 次長

会 会 ている場合は、 理事監 会 会 ている場合は、 佐 佐 理事監

事 事 当該職につい 事 事 当該職につい

務 務 ては本項の規 務 務 ては本項の規

局 局 定を適用しな 局 局 定を適用しな

及 い。） 及 い。）

び 略 び 略

教 略 教 略

育 育

機 機

関 関

略 略

人事委員会事務局 主事 主事 係長 課長 課長 次長 事務局 事務局 人事委員会事務局 主事 主事 副主幹 課長 課長 次長 事務局 事務局

長 長 長 長

略 略

海区漁業調整委員会事務 主事 主事 係長 次長 次長 海区漁業調整委員会事務 主事 主事 副主幹 次長 次長

局 水産技 水産技 局 水産技 水産技

師 師 師 師

備考 略 備考 略

別表第３ 教育職給料表(１)級別職務分類表（第２条関係） 別表第３ 教育職給料表(１)級別職務分類表（第２条関係）

職務の級 職務の級
１級 ２級 特２級 ３級 ４級 １級 ２級 特２級 ３級 ４級

組織 組織

略 略

知事の事 本庁 係長 係長 知事の事 本庁 副主幹 副主幹

務部局 専門員 専門員 務部局 専門員 専門員

企画員 企画員 企画員 企画員

略 略

別表第４ 教育職給料表(２)級別職務分類表（第２条関係） 別表第４ 教育職給料表(２)級別職務分類表（第２条関係）

職務の級 職務の級
１級 ２級 特２級 ３級 ４級 １級 ２級 特２級 ３級 ４級

組織 組織

略 略

教育機関 略 教育機関 略

及び教育 教育委員 本庁 係長 係長 指導主査 及び教育 教育委員 本庁 係長 係長 指導主査

委員会事 会事務局 社会教育主 委員会事 会事務局 副主幹 副主幹 社会教育主

務局 指導主事 指導主事 査 務局 指導主事 指導主事 査

社会教育主 社会教育主 義務教育主 社会教育主 社会教育主 義務教育主

事 事 査 事 事 査

管理主事 管理主事 文化財主査 管理主事 管理主事 文化財主査

文化財主事 文化財主事 係長 文化財主事 文化財主事 係長

健康管理主 健康管理主 健康管理主 健康管理主 副主幹

事 事 事 事

略 略

知事の事 本庁 係長 係長 知事の事 本庁 副主幹 副主幹

務部局 専門員 専門員 務部局 専門員 専門員

企画員 企画員 企画員 企画員

略 略

別表第７ 医療職給料表(２)級別職務分類表（第２条関係） 別表第７ 医療職給料表(２)級別職務分類表（第２条関係）

職務の級 職務の級
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

組織 組織

知 略 知 略

事 総合療育センター 臨床心理 臨床心理 臨床心理 臨床心理 事 総合療育センター 臨床心理 臨床心理 臨床心理 臨床心理

の 士 士 主任 主任 の 士 士 主任 主任

事 臨床検査 臨床検査 事

務 技師 技師 務

部 略 部 略

平成24年３月30日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第39号
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局 局

備考 略 備考 略

備考 改正部分は、下線の部分及び太線で囲まれた部分である。

附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。
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職員の給与に関する条例別表第２の備考２等の規定に基づく給料月額の調整に関する規則の一部を改正する規

則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 曽 我 紀 厚

鳥取県人事委員会規則第12号

職員の給与に関する条例別表第２の備考２等の規定に基づく給料月額の調整に関する規則の一部を改正す

る規則

職員の給与に関する条例別表第２の備考２等の規定に基づく給料月額の調整に関する規則（平成20年鳥取県人

事委員会規則第34号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）

第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和 第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和

26年鳥取県条例第３号。以下「条例」という。）別 26年鳥取県条例第３号。以下「条例」という。）別

表第２の備考２、別表第３アの備考２、同表イの備 表第２の備考２、別表第３アの備考２、同表イの備

考２、別表第４の備考２、別表第５アの備考２、同 考２、別表第４の備考２、別表第５アの備考２、同

表イの備考２、同表ウの備考２又は別表第６の備考 表イの備考２、同表ウの備考２若しくは別表第６の

２の規定に基づき、他の職員との権衡上必要な給料 備考２又は職員の給与に関する条例等の一部を改正

月額の調整について定めるものとする。 する条例（平成18年鳥取県条例第43号。以下「平成

18年改正給与条例」という。）附則第７条の規定に

基づき、他の職員との権衡上必要な給料月額の調整

について定めるものとする。

（給料月額の調整） （給料月額の調整）

第２条 条例別表第２から別表第６までの給料表の適 第２条 条例別表第２から別表第６までの給料表の適

用を受ける職員であって、その職務の級及び号給が 用を受ける職員（平成18年改正条例附則第７条の規

その者に適用される給料表の別に応じ、別表のアか 定による給料に関する規則（平成18年鳥取県人事委

らクまでの職務の級欄及び号給欄に掲げる職務の級 員会規則第14号。以下「規則」という。）第４条又

及び号給であるものの給料月額は、当該給料表に定 は第５条の規定の適用を受ける職員及び再任用職員

める給料月額に、それぞれ別表の割合欄に定める割 を除く。）であって、その職務の級及び号給がその

合を乗じて得た額（その額に50円未満の端数を生じ 者に適用される給料表の別に応じ、別表のアからク

たときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端 までの職務の級欄及び号給欄に掲げる職務の級及び

数を生じたときはこれを100円に切り上げるものと 号給であるものの給料月額は、当該給料表に定める

する。）とする。 給料月額（平成18年改正給与条例附則第７条第１項

の規定の適用を受ける職員にあっては、その者が平

成18年３月31日において受けていた給料月額）に、

それぞれ別表の割合欄に定める割合を乗じて得た額

（その額に50円未満の端数を生じたときはこれを切

り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときは

これを100円に切り上げるものとする。）とする。

２ 条例別表第２から別表第６までの給料表の適用を
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受ける職員であって、その職務の級及び号給がその

者に適用される給料表の別に応じ、別表のアからク

までの職務の級欄及び号給欄に掲げる職務の級及び

号給であるものに対する規則第４条又は第５条第１

項の規定の適用については、これらの規定中「平成

18年改正条例附則第７条第１項各号に掲げる職員に

あっては、当該額に同項に定める割合」とあるの

は、「行政職給料表以外の各給料表の適用を受ける

職員で、その職務の級及び号給がその者に適用され

る給料表の別に応じ、職員の給与に関する条例別表

第２の備考２等の規定に基づく給料月額の調整に関

する規則（平成20年鳥取県人事委員会規則第34号）

別表のアからクまでの職務の級欄及び号給欄に掲げ

る職務の級及び号給であるものにあっては、それぞ

れ同表の割合欄に定める割合」とする。

３ 条例別表第５ウの給料表の適用を受ける再任用職

員であって、その職務の級が３級であるものの給料

月額は、25万7,700円とする。

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

ア 公安職給料表 ア 公安職給料表

職務の級 号給 割合 職務の級 号給 割合

４級 92号給 10,000分の9,602

93号給 10,000分の9,602

94号給 10,000分の9,603

95号給 10,000分の9,604

96号給 10,000分の9,604

97号給 10,000分の9,602

98号給 10,000分の9,603

99号給 10,000分の9,603

100号給 10,000分の9,604

101号給 10,000分の9,617

102号給 10,000分の9,628

103号給 10,000分の9,633

104号給 10,000分の9,644

105号給 10,000分の9,639

106号給 10,000分の9,640

107号給 10,000分の9,640

108号給 10,000分の9,641

109号給 10,000分の9,639

110号給 10,000分の9,639

111号給 10,000分の9,640

112号給 10,000分の9,640

113号給 10,000分の9,638

114号給 10,000分の9,638
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115号給 10,000分の9,639

116号給 10,000分の9,639

117号給 10,000分の9,637

118号給 10,000分の9,625

119号給 10,000分の9,613

120号給 10,000分の9,601

121号給 10,000分の9,592

７級 21号給 10,000分の9,493 ７級 22号給 10,000分の9,311

22号給 10,000分の9,496

23号給 10,000分の9,496 23号給 10,000分の9,312

24号給 10,000分の9,499 24号給 10,000分の9,313

25号給 10,000分の9,499 25号給 10,000分の9,314

26号給 10,000分の9,501 26号給 10,000分の9,315

27号給 10,000分の9,501 27号給 10,000分の9,316

28号給 10,000分の9,504 28号給 10,000分の9,320

29号給 10,000分の9,504 29号給 10,000分の9,321

30号給 10,000分の9,499 30号給 10,000分の9,314

31号給 10,000分の9,494

イ 教育職給料表(１)

職務の級 号給 割合

２級 25号給 1,000分の994

26号給 1,000分の993

27号給 1,000分の992

28号給 1,000分の991

29号給 1,000分の990

30号給 1,000分の989

31号給 1,000分の987

32号給 1,000分の985

33号給 1,000分の983

34号給 1,000分の981

35号給 1,000分の979

36号給 1,000分の977

37号給 1,000分の975

38号給 1,000分の973

39号給 1,000分の971

40号給 1,000分の969

41号給 1,000分の967

42号給 1,000分の965

43号給 1,000分の963

44号給 1,000分の961

特２級 １号給 10,000分の9,867

２号給 10,000分の9,861

３号給 10,000分の9,843

４号給 10,000分の9,814

５号給 10,000分の9,790
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６号給 10,000分の9,766

７号給 10,000分の9,742

８号給 10,000分の9,719

９号給 10,000分の9,696

10号給 10,000分の9,674

11号給 10,000分の9,649

12号給 10,000分の9,628

13号給 10,000分の9,603

ウ 教育職給料表(２)

職務の級 号給 割合

２級 37号給 1,000分の994

38号給 1,000分の993

39号給 1,000分の992

40号給 1,000分の991

41号給 1,000分の990

42号給 1,000分の989

43号給 1,000分の987

44号給 1,000分の985

45号給 1,000分の983

46号給 1,000分の981

47号給 1,000分の979

48号給 1,000分の977

49号給 1,000分の975

50号給 1,000分の973

51号給 1,000分の971

52号給 1,000分の969

53号給 1,000分の967

54号給 1,000分の965

55号給 1,000分の963

56号給 1,000分の961

特２級 １号給 10,000分の9,867

２号給 10,000分の9,861

３号給 10,000分の9,843

４号給 10,000分の9,814

５号給 10,000分の9,790

６号給 10,000分の9,766

７号給 10,000分の9,742

８号給 10,000分の9,719

９号給 10,000分の9,696

10号給 10,000分の9,674

11号給 10,000分の9,649

12号給 10,000分の9,628

13号給 10,000分の9,603

３級 １号給 10,000分の9,377

２号給 10,000分の9,349



- 33 -

平成24年３月30日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第39号

３号給 10,000分の9,321

エ 研究職給料表

職務の級 号給 割合

２級 47号給 10,000分の9,592

48号給 10,000分の9,594

49号給 10,000分の9,627

50号給 10,000分の9,694

51号給 10,000分の9,707

52号給 10,000分の9,679

53号給 10,000分の9,685

54号給 10,000分の9,698

55号給 10,000分の9,700

56号給 10,000分の9,708

57号給 10,000分の9,711

58号給 10,000分の9,713

59号給 10,000分の9,711

60号給 10,000分の9,663

61号給 10,000分の9,597

オ 医療職給料表(１)

職務の級 号給 割合

１級 13号給 1,000分の1,000

14号給 1,000分の999

15号給 1,000分の998

16号給 1,000分の997

17号給 1,000分の996

18号給 1,000分の995

19号給 1,000分の993

20号給 1,000分の991

21号給 1,000分の989

22号給 1,000分の987

23号給 1,000分の985

24号給 1,000分の983

25号給 1,000分の981

26号給 1,000分の979

27号給 1,000分の977

28号給 1,000分の975

29号給 1,000分の973

30号給 1,000分の971

31号給 1,000分の969

32号給 1,000分の967

カ 医療職給料表(２)

職務の級 号給 割合

３級 ５号給 1,000分の994

６号給 1,000分の993

７号給 1,000分の992
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８号給 1,000分の991

９号給 1,000分の990

10号給 1,000分の989

11号給 1,000分の987

12号給 1,000分の985

13号給 1,000分の983

14号給 1,000分の981

15号給 1,000分の979

16号給 1,000分の977

17号給 1,000分の975

18号給 1,000分の973

19号給 1,000分の971

20号給 1,000分の969

21号給 1,000分の967

22号給 1,000分の965

23号給 1,000分の963

24号給 1,000分の961

イからカまで 削除

キ 医療職給料表(３) キ 医療職給料表(３)

職務の級 号給 割合 職務の級 号給 割合

３級 ５号給 1,000分の994

６号給 1,000分の993

７号給 1,000分の992

８号給 1,000分の991

９号給 1,000分の990

10号給 1,000分の989

11号給 1,000分の987

12号給 1,000分の985

13号給 1,000分の983

14号給 1,000分の981

15号給 1,000分の979

16号給 1,000分の977

17号給 1,000分の975

18号給 1,000分の973

19号給 1,000分の971

20号給 1,000分の969

21号給 1,000分の967

22号給 1,000分の965

23号給 10,000分の9,646

24号給 10,000分の9,644

25号給 10,000分の9,639

26号給 10,000分の9,641

27号給 10,000分の9,639

28号給 10,000分の9,641

29号給 10,000分の9,647
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30号給 10,000分の9,649

31号給 10,000分の9,651

32号給 10,000分の9,653

33号給 10,000分の9,655

34号給 10,000分の9,661

35号給 10,000分の9,666

36号給 10,000分の9,672

37号給 10,000分の9,670

38号給 10,000分の9,672

39号給 10,000分の9,673

40号給 10,000分の9,675

41号給 10,000分の9,677

42号給 10,000分の9,675

43号給 10,000分の9,674

44号給 10,000分の9,672

45号給 10,000分の9,670

46号給 10,000分の9,672

47号給 10,000分の9,673

48号給 10,000分の9,675

49号給 10,000分の9,670

50号給 10,000分の9,671

51号給 10,000分の9,673

52号給 10,000分の9,674

53号給 10,000分の9,676

54号給 10,000分の9,674

55号給 10,000分の9,673

56号給 10,000分の9,671

57号給 10,000分の9,663

58号給 10,000分の9,661

59号給 10,000分の9,659

60号給 10,000分の9,658

61号給 10,000分の9,653

62号給 10,000分の9,651

63号給 10,000分の9,649

64号給 10,000分の9,648

65号給 10,000分の9,649

66号給 10,000分の9,647

67号給 10,000分の9,646

68号給 10,000分の9,644

69号給 10,000分の9,648

70号給 10,000分の9,637

71号給 10,000分の9,627

72号給 10,000分の9,616

73号給 10,000分の9,599

95号給 10,000分の9,597
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96号給 10,000分の9,612

97号給 10,000分の9,618

98号給 10,000分の9,627

99号給 10,000分の9,622

100号給 10,000分の9,608

101号給 10,000分の9,592

６級 １号給 1,000分の950 ６級 １号給 10,000分の9,314

ク 略 ク 略

備考 改正部分は、下線の部分及び太線で囲まれた部分である。

附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。
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平成18年改正条例附則第７条の規定による給料に関する規則を廃止する規則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 曽 我 紀 厚

鳥取県人事委員会規則第13号

平成18年改正条例附則第７条の規定による給料に関する規則を廃止する規則

平成18年改正条例附則第７条の規定による給料に関する規則（平成18年鳥取県人事委員会規則第14号）は、廃

止する。

附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。


